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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第27期

第２四半期連結
累計期間

第28期
第２四半期連結

累計期間
第27期

会計期間
自 平成25年１月１日
至 平成25年６月30日

自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日

自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日

売上高 (千円) 12,555,126 13,913,262 29,924,351

経常利益又は経常損失(△) (千円) △1,017,518 △1,996,224 761,609

四半期純損失(△)
又は当期純利益

(千円) △1,016,534 △2,055,774 95,412

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △1,497,637 △1,855,878 △641,654

純資産額 (千円) 10,524,067 8,732,387 10,895,995

総資産額 (千円) 24,862,333 24,573,751 27,608,200

１株当たり四半期純損失金額
(△)又は１株当たり当期純利益
金額

(円) △8.57 △18.88 0.83

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― 0.83

自己資本比率 (％) 39.8 32.8 37.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 759,281 755,095 △101,160

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △2,098,457 △408,922 △2,585,769

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △466,969 △871,503 1,541,075

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 3,628,081 3,825,971 4,418,126
 

 

回次
第27期

第２四半期連結
会計期間

第28期
第２四半期連結

会計期間

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

１株当たり四半期純利益金額
又は純損失金額(△)

(円) 0.26 △2.69
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第27期第２四半期連結累計期間及び第28期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりませ

ん。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社、以下同じ)が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。

第１四半期連結会計期間において、アライドテレシス株式会社よりコンシューマネットワーク事業を分社化した

株式会社コレガを新たに設立し連結の範囲に含めております。　
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、大企業を中心とした企業収益や雇用環境の改善により設備投

資や個人消費の増加も見られるなど、景気は緩やかな回復基調で推移しました。海外に目を向けますと、米国では

雇用情勢の改善など本格的な景気の持ち直しが見られますが、経済停滞に悩む欧州では、ユーロ高やウクライナ情

勢への懸念などが下振れリスクとなっており、先行きの見通しは依然として不透明な状況にあります。

このような状況の中で、当社グループは引き続きソリューション販売を強化し、新規ソリューションやサービス

の開発・提案に取り組んでまいりました。

その結果、日本、米州での販売が好調となり、連結売上高は139億13百万円（前年同期比10.8%増）と大幅に増加

しました。損益面では、ソリューション販売などが好調となり売上総利益率が前年同期と比べ1.5ポイント上昇し

たことなどから、営業損失は14億57百万円（前年同期は23億１百万円の損失）と改善いたしました。一方で、米ド

ルに対し前期末より円高となったことから外貨建て資産の評価損として為替差損４億85百万円（前年同期は13億34

百万円の為替差益）を計上し、経常損失は19億96百万円（前年同期は10億17百万円の損失）、四半期純損失は20億

55百万円（前年同期は10億16百万円の損失）となりました。

　

当社グループの所在地域別のセグメント売上高の概要は、次のとおりです。

〔日本〕

　日本では、引き続きダイレクトタッチの営業に注力し、顧客志向の提案力強化に努めてまいりました。企業業績

の改善を背景とした設備投資の増加に伴い、製造業、医療機関向けの販売が好調となり、売上高は、前年同期比

12.9%増の67億19百万円となりました。

　

〔米州〕

　米州では、米国において公共予算の復活が見られたことなどから、第２四半期連結会計期間（4月～6月）におい

て大幅に販売が増加しました。また、中南米においては、営業体制を再構築したことに加え、とりわけ競技場や運

送業界における監視カメラソリューション案件などが好調となりました。その結果、米州全体での売上高は前年同

期比18.5%増の30億29百万円と大幅に増加となりました。

 
〔EMEA（ヨーロッパ、中東及びアフリカ）〕

　EMEAでは、欧州の景気低迷が長引く中で市場での価格競争が激しさを増し、製品販売数は増加しているものの案

件単価が下落する傾向が見られました。その結果、当社グループの中東、中・東欧およびスペインにおける売上は

微増となったものの、フランス、イギリス、イタリアなどでは販売が振るわず、売上高は前年同期比0.3%増の28億

65百万円にとどまりました。

　

〔アジア・オセアニア〕

　アジア・オセアニアでは、これまで好調であったタイでの案件が、政情不安により減速しました。一方で、

ニュージーランド教育省の学校ネットワーク更新の継続案件を始めとして、フィリピンやマレーシアでの販売が伸

長し、売上高は前年同期比9.1%増の12億98百万円となりました。
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(2) 財政状態の分析

（資産）

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は245億73百万円となり、前連結会計年度末に比べ30億34百万円

減少しました。流動資産は163億32百万円となり、前連結会計年度末に比べ26億41百万円減少しました。これは主

に、商品及び製品が７億87百万円増加した一方で、現金及び預金が５億92百万円、受取手形及び売掛金が29億91百

万円減少したことによるものです。固定資産は82億41百万円となり、前連結会計年度末に比べ３億92百万円減少し

ました。

（負債）

負債合計は158億41百万円となり、前連結会計年度末に比べ８億70百万円減少しました。これは主に長期借入金

が４億42百万円減少したことによるものです。

（純資産）

純資産合計は87億32百万円となり、前連結会計年度末に比べ21億63百万円減少しました。これは主に四半期純損

失20億55百万円を計上したことによるものです。

これらの結果、自己資本比率は前連結会計年度末に比べ4.3ポイント低下となる32.8％となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物は、38億25百万円となり、前第２四半期連結会計期間

末に比べ１億97百万円増加しました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純損失が増加したものの、その主な要因は為替差損

であったことから、前第２四半期連結累計期間とほぼ同額の７億55百万円の収入となりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、４億８百万円の支出となり、前第２四半期連結累計期間に比べ16億89百

万円の支出減となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出が減少したことによるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは８億71百万円の支出となり、前第２四半期連結累計期間に比べ４億４百万

円の支出増となりました。これは主に自己株式の取得に係わる支出が減少した一方で、長期借入れによる収入が減

少したことによるものです。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(会社の支配に関する基本方針)

当社は、平成25年３月１日開催の取締役会において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に

関する基本方針を定めており、その内容等(会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりでありま

す。
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(Ⅰ)基本方針の内容の概要

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務基盤や事業内容等のさまざまな企業価

値の源泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社が企業価値ひいては株主共同の利

益を継続的かつ持続的に確保・向上していくことを可能とする者である必要があると考えています。

 当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案がなされた場合、その判断は最終的には株主全体の意思に基づき

行われるべきものと考えております。また、当社株式について大量買付がなされた場合であっても、これが当社

の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものであれば、これを否定するものではありません。

しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害を

もたらすもの、株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の株主や取締役会が株式

の大量買付の内容等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報

を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との交渉を必要

とするもの等、大量買付の対象となる会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものも少なくありませ

ん。

この点、当社の企業価値の源泉は、グループ各社の有する①ネットワーク機器業界のリーディングカンパニー

として創業以来蓄積してきた経験とノウハウ、高度な技術力に基づいた情報通信機器全般に関する総合力、②急

速かつ激しい技術革新に対応し、「高性能」「高品質」「高い信頼性」を保持しつつ「コストパフォーマンス」

に優れた製品を安定的に供給することのできる研究開発力、③お客様の幅広いニーズにきめ細かく応えることの

できる製品及びサービスの豊富さ、④世界に広がる多くの顧客、取引先及びパートナーとの長期的な友好関係に

基づく強固な信頼関係にあります。当社株式の買付けを行う者がこれら当社の企業価値の源泉を理解し、これら

を中長期的に確保・向上させられる者でなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることに

なります。

当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財務及び事業の

方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては、必要かつ相当な対抗措

置を講じることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。

　

　

(Ⅱ)取組みの具体的な内容の概要

①　当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み

当社は創業以来25年以上に渡り、ネットワーク機器専門メーカーとして、最新技術の研究と安定して動作する

製品の開発・製造・販売に努め、それぞれの経営機能をグローバルに拡張し、製品に付随するさまざまなサービ

スを拡充してまいりました。持続的な事業拡大のため、社会の潮流を見据えた技術開発と成長分野への経営資源

の集中を最優先に行い、企業価値向上のための取り組みとして、次の事業を展開しております。

(ネットワークプロダクト事業)

ネットワークプロダクト市場は世界的に開発競争が激化しており、絶え間なく技術革新が進んでおりま

す。当社グループは、ネットワーク機器のリーディングカンパニーとして最新技術の研究開発に取り組み、

高度なテクノロジーを取り入れながら誰もが使いやすく、安定して動作する製品の開発・製造に注力してい

ます。

① ハードウェア

ネットワークプロダクト事業におけるハードウェアは、ネットワーク専門メーカーとしての中核事業です。

当社グループは設立当初より、高品質かつコストパフォーマンスに優れた製品を市場に投入することで、

ネットワーク社会の早期実現に貢献してまいりました。あらゆる規模・業種のニーズに応えるために製品ラ

インナップを拡充する一方で、省エネ効果の高い製品の開発と、生産プロセスへの環境マネジメントの導入

により、環境に配慮した製品供給を行っています。

② ソフトウェア

肥大化するデータの高速処理と高い信頼性・拡張性・安全性の両面が求められる現在のネットワーク環境の

もと、当社グループは、リスク回避や弾力性に優れたソフトウェア・テクノロジーの研究開発を強化してい

ます。ネットワーク業界標準のCLI（文字列入力によるインターフェース）を採用したスイッチ用OS（オペ

レーティングシステム）のAlliedWare Plus（アライドウェアプラス）は、より使いやすくより安定したネッ

トワークを提供する最新機能を搭載しています。また、ネットワーク機器の統合管理・監視から接続端末の

認証、トラフィックの分析までを行うAlliedView NMS（アライドビューNMS）といったネットワークマネジメ

ント製品も、ネットワークを安心して利用し続けるためのツールとして、多くのユーザーに導入されていま

す。
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(ＩＰソリューション事業)

 当社グループは、ネットワーク製品を製造・販売するだけのメーカーではなく、顧客にとっての最適な

ネットワーク環境を提供するソリューション企業へと変貌をとげることで、競合他社との差別化を図ってま

いります。社会環境の変化とともに、ビジネスで、公共機関で、あるいは教育や医療の現場でネットワーク

は不可欠なものとなり、求められる利用形態は多岐にわたります。当社グループでは、多様化する市場の

ニーズをいち早く捉え、学校ICTソリューション、止まらないネットワークを提供する医療向けソリューショ

ン、防犯・防災に最適な監視カメラソリューションなど、ユーザーのビジネスプロセスに合わせたポリシー

の策定から設計・構築、運用管理に至るまで、ワンストップのネットワークソリューションを提供します。

また、顧客のTCO(総所有コスト)削減に効果的な機能面、運用面、コスト面における全体最適を図るソリュー

ションによる顧客志向アプローチにより、収益性向上とシェア拡大を目指しております。

(サービス事業)

ネットワーク機器の専業メーカーだからこそ持ち得る高度な技術力を背景に、顧客の要望に最適な付加価

値サービスを提供しています。障害が発生した際に最短のダウンタイムで復旧を支援するためのオンサイト

サポートや電話によるヘルプデスクはもちろん、コンサルティングから設計・構築、運用管理に至るネット

ワークシステムのライフタイム全体を通じて、総合的なサービスを提供しております。このほか、米軍基地

内や大学キャンパス内の居住区において、ネットワークインフラの敷設からIP電話やIPTV（動画）などさま

ざまなサービスやコンテンツを提供するISP（インターネット・サービス・プロバイダ）事業を展開していま

す。こうしたサービス事業は、高い利益率と長期契約による安定した収益をもたらす事業として継続して強

化してまいります。

②　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組み

当社は上記基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

する取組みとして「当社株式の大規模買付行為への対応策（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいます。）

を導入しております。

本プランは、当社株券等の20％以上を買付けしようとする者が現れた際に、買収者に事前の情報提供を求める

等、上記の目的を実現するために必要な手続を定めております。

　買収者は、本プランに係る手続に従い、当社取締役会または当社株主総会において本プランを発動しない旨が

決定された場合に、当該決定時以降に限り当社株券等の大量買付を行うことができるものとされています。買収

者が本プランに定められた手続に従わない場合や当社株券等の大量買付が当社の企業価値ひいては株主共同の利

益を毀損するおそれがある場合等で、本プラン所定の発動要件を満たす場合には、当社は、買収者等による権利

行使は原則として認められないとの行使条件及び当社が買収者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を

取得できる旨の取得条項が付された新株予約権を、その時点の当社を除く全ての株主に対して新株予約権無償割

当ての方法により割り当てます。本プランに従って新株予約権の無償割当てがなされ、その行使または当社によ

る取得に伴って買収者以外の株主の皆様に当社株式が交付された場合には、買収者の有する当社の議決権割合

は、最大50％まで希釈化される可能性があります。なお、本プランに従った新株予約権の無償割当ての実施、不

実施または取得等の判断については、取締役の恣意的判断を排除するため、当社経営陣から独立した社外取締役

等のみから構成される独立委員会を設置し、その客観的な判断を経るものとしております。また、当社取締役会

は、これに加えて、本プラン所定の場合には、株主総会を開催し、新株予約権の無償割当ての実施に関する株主

の皆様の意思を確認することがあります。
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③　上記各取組みに対する当社取締役会の判断及びその判断に係る理由

当社は、本プランは上記の基本方針に沿うものであり、また以下のような特段の配慮がされていることによ

り、当社の企業価値及び株主共同の利益を損なうものではなく、また当社役員の地位の維持を目的とするもので

はないと考えております。

(ア)企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上

本プランは、基本方針に基づき、当社株券等に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応じるべきか

否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間を確保した

り、株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益を確保することを目的として導入されるものです。

(イ)買収防衛策に関する指針等の要件の充足

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又

は向上のための買収防衛策に関する指針」に定める三原則(①企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原

則、②事前開示・株主意思の原則、③必要性・相当性確保の原則)を全て充足しています。

(ウ)株主意思の重視

本プランの有効期間は、平成25年３月27日開催の当社第26回定時株主総会終結後３年以内に終了する事業

年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までの約３年間とするいわゆるサンセット条項が付さ

れており、かつ、その有効期間の満了前であっても、当社株主総会又は当社取締役会において本プランを廃

止する旨の決議が行われた場合には、本プランは当該決議に従い廃止されることとなります。その意味で、

本プランには、株主の皆様のご意向が反映されることとなっております。

(エ)独立性を有する社外取締役等の判断の重視及び第三者専門家の意見の取得

本プランの発動に際しては、独立性を有する社外取締役等のみから構成される独立委員会による勧告を必

ず経ることとされています。さらに、独立委員会は、当社の費用において独立した第三者専門家等の助言を

受けることができるものとされており、独立委員会による判断の公正さ・客観性がより強く担保される仕組

みとなっております。

(オ)合理的な客観的要件の設定

本プランは、合理的な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取締役会

による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しております。

(カ)デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではないこと

本プランは、株券等を大量に買い付けた者の指名に基づき当社の株主総会において選任された取締役で構

成される取締役会により廃止することが可能であるため、デッドハンド型買収防衛策(取締役会の構成員の

過半数を交代させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策)ではありません。また、当社においては取締

役の任期は１年であり、期差任期制は採用されていないため、本プランは、スローハンド型買収防衛策(取

締役会の構成員の交代を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛

策)でもありません。

　

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は20億３百万円であります。なお、当第

２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 600,000,000

計 600,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 108,864,545 108,864,545
東京証券取引所
(市場第二部)

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式で
あり、単元株式数は100株で
あります。

計 108,864,545 108,864,545 ― ―
 

(注) 提出日現在の発行数には、平成26年８月１日から当該四半期報告書提出日までの権利行使により発行された株

式数は含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年４月１日～
平成26年６月30日

― 108,864,545 ― 9,977,178 ― 169,503
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(6) 【大株主の状況】

平成26年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

大 嶋　章 禎
(常任代理人　アライドテレシス
ホールディングス株式会社)

BELLEVUE WASHINGTON USA
(東京都品川区西五反田７丁目21番11号)

37,160 34.13

オオシマゼネラルホールディング
スNO.1,LLC
(常任代理人　みずほ証券株式会
社)

1209 ORANGE STREET,WILMINGTON DELAWARE
USA
(東京都千代田区大手町１丁目５－１)

10,500 9.65

大 津 明 福岡県福岡市博多区 900 0.83

アライドテレシスホールディング
ス従業員持株会

東京都品川区西五反田７丁目21番11号 872 0.80

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 831 0.76

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 800 0.73

野 末 郁 代 兵庫県西宮市 780 0.72

株式会社SBI証券 東京都港区六本木１丁目６－１ 694 0.64

MIZUHO SECURITIES ASIA
LIMITED- CLIENT A/C 69250601
(常任代理人 株式会社みずほ銀行
決済営業部)

CHATER HOUSE,８CONNAUGHT ROAD,CENTRAL,
HONG KONG
(東京都中央区月島４丁目16－13)

480 0.44

CBNY-DFA INVESTMENT TRUST
COMPANY-JAPANESE SMALL COMPANY
SERIES
(常任代理人　シティバンク銀行
株式会社)

388 GREENWICH STREET,NEW YORK,NY 10013
USA
(東京都品川区東品川２丁目３番14号)

470 0.43

計 ― 53,489 49.13
 

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成26年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

108,853,000
1,088,530

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

単元未満株式
普通株式

11,545
― ―

発行済株式総数 108,864,545 ― ―

総株主の議決権 ― 1,088,530 ―
 

(注)1「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,400株(議決権44個)含まれておりま

す。

　

② 【自己株式等】

　該当事項はありません。

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年１月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,418,126 3,825,971

  受取手形及び売掛金 8,687,869 5,696,361

  商品及び製品 3,655,058 4,442,832

  仕掛品 96,423 169,344

  原材料及び貯蔵品 548,782 695,304

  その他 1,695,442 1,649,634

  貸倒引当金 △127,260 △146,981

  流動資産合計 18,974,442 16,332,469

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 2,747,007 2,732,333

   その他（純額） 3,298,201 3,127,135

   有形固定資産合計 6,045,209 5,859,468

  無形固定資産 1,128,564 1,022,898

  投資その他の資産   

   その他 1,476,216 1,374,757

   貸倒引当金 △16,231 △15,841

   投資その他の資産合計 1,459,984 1,358,915

  固定資産合計 8,633,757 8,241,282

 資産合計 27,608,200 24,573,751

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 2,401,431 2,155,017

  1年内返済予定の長期借入金 1,518,665 1,388,284

  未払法人税等 357,768 180,896

  賞与引当金 229,253 294,116

  前受収益 2,712,089 2,908,662

  その他 2,751,827 2,734,880

  流動負債合計 9,971,036 9,661,857

 固定負債   

  長期借入金 5,143,767 4,701,242

  退職給付引当金 771,350 775,829

  その他 826,049 702,433

  固定負債合計 6,741,167 6,179,506

 負債合計 16,712,204 15,841,363
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 9,977,178 9,977,178

  資本剰余金 169,503 169,503

  利益剰余金 658,331 △2,772,132

  自己株式 △1,048,096 -

  株主資本合計 9,756,917 7,374,549

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 865 2,459

  繰延ヘッジ損益 41,008 △5,545

  為替換算調整勘定 451,454 696,309

  その他の包括利益累計額合計 493,328 693,223

 新株予約権 645,750 664,614

 純資産合計 10,895,995 8,732,387

負債純資産合計 27,608,200 24,573,751
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年６月30日)

売上高 12,555,126 13,913,262

売上原価 4,841,734 5,152,979

売上総利益 7,713,392 8,760,283

販売費及び一般管理費 ※ 10,015,266 ※ 10,217,411

営業損失（△） △2,301,874 △1,457,128

営業外収益   

 受取利息 4,141 2,727

 受取配当金 122 129

 持分法による投資利益 - 14,362

 為替差益 1,334,329 -

 助成金収入 4,474 9,722

 その他 14,859 8,974

 営業外収益合計 1,357,927 35,915

営業外費用   

 支払利息 56,213 77,493

 持分法による投資損失 6,700 -

 為替差損 - 485,469

 その他 10,657 12,049

 営業外費用合計 73,570 575,012

経常損失（△） △1,017,518 △1,996,224

特別利益   

 固定資産売却益 48 -

 新株予約権戻入益 4,067 6,734

 特別利益合計 4,115 6,734

特別損失   

 固定資産売却損 3,147 -

 事業再編損 8,910 -

 特別損失合計 12,058 -

税金等調整前四半期純損失（△） △1,025,460 △1,989,490

法人税、住民税及び事業税 86,255 103,663

過年度法人税等 △12,432 -

法人税等調整額 △82,749 △37,378

法人税等合計 △8,926 66,284

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,016,534 △2,055,774

四半期純損失（△） △1,016,534 △2,055,774
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,016,534 △2,055,774

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △60 1,593

 繰延ヘッジ損益 642 △46,553

 為替換算調整勘定 △481,685 244,855

 その他の包括利益合計 △481,103 199,895

四半期包括利益 △1,497,637 △1,855,878

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △1,497,637 △1,855,878

 少数株主に係る四半期包括利益 - -
 

EDINET提出書類

アライドテレシスホールディングス株式会社(E01867)

四半期報告書

14/21



(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純損失（△） △1,025,460 △1,989,490

 減価償却費 427,556 507,555

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △12,064 23,936

 賞与引当金の増減額（△は減少） △22,691 66,917

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,287 9,808

 受取利息及び受取配当金 △4,263 △2,856

 支払利息 56,213 77,493

 為替差損益（△は益） △1,290,824 492,692

 持分法による投資損益（△は益） 6,700 △14,362

 助成金収入 △4,474 △9,722

 固定資産売却損益（△は益） 3,099 -

 事業再編損 8,910 -

 売上債権の増減額（△は増加） 2,930,308 2,885,752

 たな卸資産の増減額（△は増加） △364,783 △1,128,345

 仕入債務の増減額（△は減少） 75,299 △159,149

 前受収益の増減額（△は減少） 186,628 206,344

 その他 42,694 146,258

 小計 1,015,134 1,112,833

 利息及び配当金の受取額 4,263 2,856

 利息の支払額 △40,544 △77,427

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △216,067 △283,167

 事業再編による支出 △3,503 -

 営業活動によるキャッシュ・フロー 759,281 755,095

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △1,862,144 △260,857

 有形固定資産の売却による収入 240 -

 無形固定資産の取得による支出 △243,441 △238,803

 その他 6,888 90,738

 投資活動によるキャッシュ・フロー △2,098,457 △408,922
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           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △308,612 -

 長期借入れによる収入 2,100,000 300,000

 長期借入金の返済による支出 △1,022,777 △827,605

 新株予約権の行使による株式の発行による収入 127,278 -

 自己株式の取得による支出 △487,893 -

 自己株式取得目的の金銭の信託の設定による支出 △518,106 -

 配当金の支払額 △344,004 △326,770

 その他 △12,854 △17,126

 財務活動によるキャッシュ・フロー △466,969 △871,503

現金及び現金同等物に係る換算差額 222,391 △66,825

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,583,753 △592,154

現金及び現金同等物の期首残高 5,211,835 4,418,126

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 3,628,081 ※ 3,825,971
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第２四半期連結累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年６月30日)

連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間において、アライドテレシス株式会社よりコンシューマネットワーク事業を分社化した

株式会社コレガを新たに連結の範囲に含めております。

 

(四半期連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
至 平成25年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日)

給与手当 3,296,214千円 3,356,562千円

研究開発費 1,982,709 2,003,116 

賞与引当金繰入額 420,949 294,116 

退職給付費用 49,511 58,811 

貸倒引当金繰入額 40,359 30,704 
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
至 平成25年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日)

現金及び預金勘定 3,628,081千円 3,825,971千円

現金及び現金同等物 3,628,081 3,825,971
 

 

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成25年１月１日 至 平成25年６月30日)

１　配当金支払額

 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年２月８日
取締役会

普通株式 349百万円  ３円 平成24年12月31日 平成25年３月28日 利益剰余金
 

 

２　株主資本の金額の著しい変動

当社は、当第２四半期連結累計期間において、平成25年４月５日及び平成25年６月13日開催の取締役会決議に基

づき、自己株式の取得を行いました。この結果、当第２四半期連結会計期間において自己株式が487,889千円増加

し、当第２四半期連結会計期間末において535,987千円となりました。　

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年６月30日)

１　配当金支払額

 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年２月12日
取締役会

普通株式 326百万円   ３円 平成25年12月31日 平成26年３月26日 利益剰余金
 

 

２　株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成26年３月４日開催の取締役会において、自己株式の消却を決議し、平成26年３月18日に自己株式

11,975,145株を消却しております。これにより、第１四半期連結会計期間において利益剰余金及び自己株式が

1,048,096千円減少しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成25年１月１日 至 平成25年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３日本 米州 EMEA(注)１

アジア・
オセアニア

計

売上高        

(1) 外部顧客への売上高 5,950,008 2,556,100 2,858,624 1,190,393 12,555,126 ― 12,555,126

(2) セグメント間の
   内部売上高又は振替高

354,366 72,447 4,143 3,689,161 4,120,118 (4,120,118) ―

計 6,304,375 2,628,547 2,862,767 4,879,555 16,675,245 (4,120,118) 12,555,126

   セグメント損失(△) △1,847,928 △57,585 △222,862 △144,848 △2,273,225 △28,648 △2,301,874
 

(注) １．ヨーロッパ、中東及びアフリカ。

２．セグメント損失の調整額には、セグメント間取引消去29,789千円及びセグメント間取引に係るたな卸資産の

調整額等△58,438千円が含まれております。

３．セグメント損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３日本 米州 EMEA(注)１

アジア・
オセアニア

計

売上高        

(1) 外部顧客への売上高 6,719,807 3,029,093 2,865,819 1,298,541 13,913,262 ― 13,913,262

(2) セグメント間の
   内部売上高又は振替高

304,260 27,179 93,780 4,871,464 5,296,685 (5,296,685) ―

計 7,024,068 3,056,273 2,959,600 6,170,006 19,209,947 (5,296,685) 13,913,262

   セグメント利益又は損失(△) △1,707,700 247,898 △15,603 58,402 △1,417,003 △40,124 △1,457,128
 

(注) １．ヨーロッパ、中東及びアフリカ。

２．セグメント利益又は損失の調整額には、セグメント間取引消去31,374千円及びセグメント間取引に係るたな

卸資産の調整額等△71,498千円が含まれております。

３．セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
至 平成25年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日)

　　１株当たり四半期純損失金額 ８円57銭 18円88銭

(算定上の基礎)   

四半期純損失金額(千円) 1,016,534 2,055,774

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失金額(千円) 1,016,534 2,055,774

普通株式の期中平均株式数(株) 118,586,358 108,864,545

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの
概要

平成24年３月27日定時株
主総会決議による新株予
約 権 １ 種 類 ( 普 通 株 式
4,903,500株)。

―

 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

金額であるため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。　　　

 

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年８月11日

アライドテレシスホールディングス株式会社

取締役会 御中

 

有限責任監査法人 トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   中   塚 　　 　 亨   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   上　　田   雅　　也   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアライドテレシ

スホールディングス株式会社の平成26年１月１日から平成26年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年１月１日から平成26年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アライドテレシスホールディングス株式会社及び連結子会社の平

成26年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

　
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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